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令和3年次 令和3年次 令和3年次

令和3年次 令和3年次 令和3年次

令和2年次 令和2年次 令和2年次

令和2年次 令和2年度 令和2年度

救急車出動　11.1 件
ごみ収集量

1人当たり　426 g

　乗降者数

　　清瀬駅　51,850 人

　　秋津駅　59,921 人

刑法犯　1.0 件交通事故　0.2 件火災　0.1 件

転出　8.8 人 結婚　0.5 組 離婚　0.2 組

転入　10.1 人死亡　2.4 人

１　清瀬市の1日

出生　1.2 人
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令和4年1月1日 令和4年1月1日 令和4年1月1日

令和2年度 令和2年度末 令和2年度

令和2年度 令和2年度 令和3年4月1日

一般会計（歳出）

市民1人当たり

566,111 円

個人市民税

市民1人当たり

62,209 円

市職員数

職員1人当たりの市民

161 人

２　清瀬市の市民生活

人口

74,948 人

世帯数

36,502 世帯

世帯人員

1世帯当たり

2.1 人

上水道

1世帯1か月当たり

16.5 ㎥

自動車台数（軽自動車含）

1世帯当たり

0.9 台

図書館での貸出数

1人1年当たり

5.8 冊

￥
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国勢調査　
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令和2年国勢調査　

３　人口と世帯数の推移

４　年齢（5歳階級）別人口

年
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国勢調査　

国勢調査　

５　年齢別人口の割合

６　世帯人員別一般世帯数の割合
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令和2年国勢調査　

13894

170

令和2年国勢調査　

７　配偶関係別（15歳以上）人口の割合

８　65歳以上世帯員がいる家族類型別一般世帯数の割合

女
52.7%

男
47.3%

離別 6.4%

死別 13.0%

有配偶 54.2%

未婚 26.4%

離別 3.5%
死別 3.2%

有配偶 60.1%

未婚 33.2%

65歳以上の世帯

員がいる世帯
39.8%

65歳以上の世帯員

がいない世帯
60.2%

65歳以上の世帯員

のみ世帯（その他）
1.2%

65歳以上夫婦

のみ世帯 26.3%

65歳以上単独

世帯 37.2%

65歳未満の家

族もいる世帯
35.2%
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令和2年国勢調査　

国勢調査　

９　住居の種類、住宅の所有関係別一般世帯数の割合

１０　年齢別労働力人口

持ち家
51.1%

公営・都市再生機構・

公社の借家
17.9%

民 営 の 借 家
27.7%

給与住宅
1.7%

間借り
1.3%

住宅以外に住む一般世帯
0.3%
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平成27年国勢調査　

平成28年経済センサス-活動調査　

１１　産業（大分類）別15歳以上就業者数

１２　産業（大分類）別事業所数

Ａ農業・林業
1.5%

Ｂ漁業
0.0%

Ｄ建設業
7.2%

Ｅ製造業
9.6%

Ｆ電気・ガス熱供給、水道業
0.3%

Ｇ情報通信業
5.4%

Ｈ運輸業、郵便業
5.4%

Ｉ卸売業、小売業
13.7%

Ｊ金融業、保険業
2.7%

Ｋ不動産業、物品賃貸業
2.7%

Ｌ学術研究、専門・技術サービス業
4.2%

Ｍ宿泊業、飲食サービス業
4.7%

Ｎ生活関連サービス業、娯楽業
3.6%

Ｏ教育・学習支援業
5.1%

Ｐ医療・福祉
14.1%

Ｑ複合サービス事業
0.7%

Ｒサービス業（他に分

類されないもの）
7.1%

Ｓ公務（他に分類され

るものを除く）
4.4%

Ｔ分類不能の産業
7.6%

A～B農林漁業

0.3%

Ｄ建設業

10.3%

Ｅ製造業

3.2%

Ｆ電気・ガス熱供給、水道業

0.1%

Ｇ情報通信業

0.7%

Ｈ運輸業、郵便業

1.3%

Ｉ卸売業、小売業

24.3%

Ｊ金融業、保険業

1.1%

Ｋ不動産業、物品賃貸業

7.1%

Ｌ学術研究、専門・技術サービス業

3.8%

Ｍ宿泊業、飲食サービス業

12.9%

Ｎ生活関連サービス業、娯楽業

11.6%

Ｏ教育・学習支援業

4.9%

Ｐ医療・福祉

14.1%

Ｑ複合サービス事業

0.5%

Ｒサービス業（他に分類さ

れないもの）

4.1%
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